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■１．補助金について（はじめてご利用になる方へ） 

中小企業等を支援する国や自治体の補助金・助成金事業では、雇用・人材開

発・IT補助・コロナ支援など幅広いジャンルの支援があります。 

本レポートでは、おすすめの補助金・助成金について支援の内容や対象条件、

申請方法等についてわかりやすく紹介します。 

 

「災害支援枠」が新設！ 

小規模事業者持続化補助金のご紹介 

補助金とは 

 

 

補助金について 

新規事業や業務効率化、創業を 

検討している方は要チェック！ 

補助金とは、経済・地域の活性化等を目的に事業者の取組みをサポートす

るために資金の一部を給付する制度です。 

＜代表的な補助金＞ 

 ・ものづくり補助金 

 ・IT導入補助金 

 ・持続化補助金など 

＜主な管轄＞ 

 ・経済産業省 

 ・中小企業庁 

 ・地方自治体 

＜知っておきたい補助金の６つのポイント＞ 

1.業種や業態に関わらずさまざまな分野で補助金を募集しています 

2.対象者や支援内容、必要書類、申請方法は補助金ごとに異なります 

3.補助金を受給するには審査で採択される必要があります 

4.補助金は事業実施後の交付となります 

5.補助金は返済不要です 

※上記の内容に該当しない場合もありますので、詳細情報については、必ず補助

金・助成金ごとの公募条件をご参照ください。 
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■２．制度の概要 

「小規模事業者持続化補助金」は、小規模事業者等が自ら経営計画を策定

し、商工会・商工会議所の支援を受けながら取り組む販路開拓を支援するも

のです。 

申請枠は「通常枠」「賃金引上げ枠」「卒業枠」「後継者支援枠」「創業

枠」と、令和 6年 1月に新しく創設された「災害支援枠」の 6つがありま

す。 

類型 内容 
補助上限額 

（インボイス特

例の上乗せ額） 

補助率 

通常枠 
商工会・商工会議所の支援を受け

ながら取り組む販路開拓を支援 

50万円 

（50万円） 
3分の 2 

賃金引上

げ枠 

事業場内最低賃金を地域別最低賃

金より＋50円以上とする事業者を

支援 

（既に達成している場合は申請時

点の事業場内最低賃金より＋50円

以上） 

200万円 

（50万円） 

3分の 2 

※赤字事業者

は 4分の 3 

卒業枠 

小規模事業者として定義する従業

員数を超えて規模を拡大する事業

者を支援 

200万円 

（50万円） 
3分の 2 

後継者支

援枠 

アトツギ甲子園のファイナリスト

等となった事業者を支援 

200万円 

（50万円） 
3分の 2 

創業枠 

過去 3年以内に「特定創業支援事

業」による支援を受け創業した事

業者を支援 

200万円 

（50万円） 
3分の 2 

災害支援

枠 

石川県、富山県、福井県、新潟県

に所在する被災小規模事業者に対

し、災害からの事業再建の取組を

支援 

直接的被害 

200万円 

間接的被害 

100万円 

（－） 

3分の 2 

※一定の要件

を満たす場合

は定額 

 

対象者、補助対象事業の要件、補助対象経費については基本的に各枠共通で

すが、「災害支援枠」に関しては一部異なります。「災害支援枠」について

は、３．申請枠の「（６）災害支援枠」をご覧ください。 

 

＜対象者＞ 

次のすべてに当てはまる小規模事業者（法人、個人事業、一定の要件を満

たす特定非営利活動法人） 
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・資本金または出資金が 5億円以上の法人に直接または間接に 100％の株

式を保有されていないこと（法人のみ） 

・直近過去 3年分の各年または各事業年度の課税所得の年平均額が 15億円

を超えていないこと 

・商工会または商工会議所の管轄地域内で事業を営んでいること 

・持続化補助金（一般型、コロナ特別対応型、低感染リスク型ビジネス

枠）で採択を受けて、補助事業を実施した場合、各事業の交付規程で定

める様式第 14「小規模事業者持続化補助金に係る事業効果及び賃金引上

げ等状況報告書」を、原則本補助金の申請までに受領された者であるこ

と 

・小規模事業者持続化補助金＜一般型＞において、「卒業枠」で採択を受

けて、補助事業を実施した事業者ではないこと 

 

＜補助対象事業＞ 

次の要件をいずれも満たす事業 

（1）策定した「経営計画」に基づいて実施する、販路開拓等のための取組で

あること、あるいは、販路開拓等の取組とあわせて行う業務効率化（生

産性向上）のための取組であること 

（2）商工会または商工会議所の支援を受けながら取り組む事業であること 

（3）次にあてはまる事業を行うものではないこと 

・同一内容の事業について、国が助成（国以外の機関が、国から受けた

補助金等により実施する場合を含む）する他の制度（補助金、委託

費、公的医療保険・介護保険からの診療報酬・介護報酬、固定価格買

取制度等）と同一または類似内容の事業 

・本事業の終了後、おおむね 1年以内に売上げにつながることが見込ま

れない事業 

・事業内容が射幸心をそそるおそれがあること、または公の秩序もしく

は善良の風俗を害するおそれがあるもの、公的な支援を行うことが適

当でないと認められるもの 

 

＜補助対象経費＞ 

機械装置等費、広報費、ウェブサイト関連費、展示会等出展費（オンライン

による展示会・商談会等を含む）、旅費、新商品開発費、資料購入費、借

料、設備処分費、委託・外注費 
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■３．申請枠 

（１） 通常枠 

小規模事業者自らが作成した経営計画に基づき、商工会・商工会議所の支

援を受けながら行う販路開拓等の取組について、補助します。 

＜補助内容＞ 

・補助率：3分の 2 

・上限額：50万円 

 

（２） 賃金引上げ枠 

販路開拓の取り組みに加え、補助事業の終了時点で事業場内最低賃金が申

請時の地域別最低賃金より＋50円以上であることが要件です。すでに事業場

内最低賃金が地域別最低賃金より＋50円以上を達成している場合は、現在

（申請時点において直近１か月をいう）支給している事業場内最低賃金より

＋50円以上とする必要があります。 

＜補助内容＞ 

・補助率：3分の 2 

※赤字事業者は補助率が 4分の 3に引き上げされます。赤字事業者の要

件は、直近 1期または直近 1年間の課税所得金額がゼロ以下であるこ

とです。なお、「課税所得金額」は次のことを指します。 

◇法人の場合：直近 1期分の法人税申告書の別表一・別表四（外部リ

ンク）「所得金額又は欠損金額」欄の金額 

◇個人事業主の場合：直近 1年間の「所得税および復興特別所得税」

の「確定申告書」第一表（外部リンク）の「課

税される所得金額」欄の金額 

・上限額：200万円 

 

（３） 卒業枠 

販路開拓の取り組みに加え、補助事業の終了時点で常時使用する従業員の

数が小規模事業者として定義する従業員数を超えていることが要件です。 

業種 常時使用する従業員の数 

商業・サービス業（宿泊業・娯楽業除く） 6人以上 

サービス業のうち宿泊業・娯楽業 21人以上 

製造業その他 21人以上 

＜補助内容＞ 

・補助率：3分の 2 

・上限額：200万円 

https://www.nta.go.jp/taxes/tetsuzuki/shinsei/annai/hojin/shinkoku/itiran2023/01.htm
https://www.nta.go.jp/taxes/tetsuzuki/shinsei/annai/hojin/shinkoku/itiran2023/01.htm
https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/shinkoku/syotoku/r05.htm
https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/shinkoku/syotoku/r05.htm
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（４） 後継者支援枠 

販路開拓の取り組みに加え、「アトツギ甲子園」においてファイナリスト

または準ファイナリストに選ばれることが要件です。 

「アトツギ甲子園」とは、全国各地の中小企業の後継者(アトツギ)が、新

規事業アイデアを競うピッチイベントです。詳細は公式ウェブサイトでご確

認ください。 

▼アトツギ甲子園 

https://atotsugi-koshien.go.jp/ 

＜補助内容＞ 

・補助率：3分の 2 

・上限額：200万円 

 

（５） 創業枠 

産業競争力強化法に基づく「認定市区町村」または「認定市区町村」と連

携した「認定連携創業支援等事業者」が実施した「特定創業支援等事業」に

よる支援を受けた日および開業日（設立年月日）が公募締切時から起算して

過去 3か年の間であることが追加要件です。 

「特定創業支援等事業」とは、産業競争力強化法に基づいて認定された市

区町村の創業支援等事業計画における創業支援等事業のうち、経営、財務、

人材育成、販路開拓に関する知識のすべての習得が見込まれる継続的な支援

を創業者等に対して行う事業のことです。詳しくは、お近くの市区町村の創

業担当窓口にご確認ください。 

＜補助内容＞ 

・補助率：3分の 2 

・上限額：200万円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【インボイス特例対象事業者の上限額上乗せについて】 

上記（１）から（５）の申請枠で、インボイス特例の要件を満たす事業者

は、補助上限額が一律 50万円上乗せとなります。 

＜インボイス特例の要件＞ 

2021年 9月 30日から 2023年 9月 30日の属する課税期間で一度でも免税事業

者であった、または免税事業者であることが見込まれる事業者および 2023年

10月 1日以降に創業した事業者のうち、適格請求書発行事業者の登録を受け

た事業者であること 

https://atotsugi-koshien.go.jp/
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（６）災害支援枠 

令和 6年能登半島地震による災害による被災区域 4県（石川県、富山県、

福井県、新潟県）に所在する小規模事業者の事業再建を支援するため、商工

会等の国が指定する支援機関の助言も受けながら災害からの事業の再建に向

けた計画を事業者自ら作成し、作成した計画に基づいて行う事業再建の取組

に要する経費の一部を補助します。 

他の申請枠と同様に審査があります。また、補助事業を実施するには自己

負担が必要となり、補助金は後払いとなります。 

 

＜対象者＞ 

次のすべての要件を満たす小規模事業者等 

・石川県、富山県、福井県、新潟県に所在する、令和 6 年能登半島地震の被害

を受けた事業者であること 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・本事業への応募の前提として、早期の事業再建に向けた計画を策定している

こと 

※「計画」は、商工会・商工会議所の確認を受ける必要があります。  

※計画書の作成に当たっては商工会・商工会議所と相談し、助言・支援を得

ながら進めることができます。 

※商工会・商工会議所の会員、非会員を問わず応募可能です。 

・資本金または出資金が 5億円以上の法人に直接または間接に 100％の株式を保

有されていないこと(法人のみ) 

・確定している（申告済みの）直近過去 3 年分の「各年」または「各事業年度」

の課税所得の年平均額が 15億円を超えていないこと 

・商工会または商工会議所の管轄地域内で事業を営んでいること 

・「災害支援枠（令和 6 年能登半島地震）」の補助金交付を受ける者として不適

当な者」に当てはまらない者であること 

※「不適当な者」とは、法人等が暴力団である、役員等が不正の利益を図る

被害を証する公的証明の添付（コピーでも可）が必要です。 

◆自社の事業用資産に損壊等の直接的な被害を受けた場合 

市町村が発行する事業所等が罹災されたことが分かる公的書類 

（例：「罹災（被災）証明書」など） 

※在庫や棚卸資産の損害は「事業用資産の損壊等」ではありません。 

◆令和 6年能登半島地震に起因して、売上減少の間接的な被害を受けた場合 

地方自治体が独自に発行した証明書 

※間接被害とは令和 6 年 1 月及び 2 月の任意の 1 か月の売上高が前年同期

と比較して 20％以上減少していることを指します。 
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目的や第三者に損害を与える目的で暴力団または暴力団員を利用している

とき等をいいます。 

・持続化補助金（一般型、コロナ特別対応型、低感染リスク型ビジネス枠）で

採択を受けて、補助事業を実施した場合、各事業の交付規程で定める様式第

14「小規模事業者持続化補助金に係る事業効果及び賃金引上げ等状況報告書」

を原則本補助金の申請までに受領された者であること (先行する受付締切回

で採択された共同申請の参画事業者を含む) 

※「小規模事業者持続化補助金＜一般型＞」において、第 11 回公募以降の補

助事業者は申請できません。第 10 回公募以前の補助事業者は、事業実施期

間終了日の属する月の翌月から 1 年間を経過している場合は、申請が可能

です。 

 

＜補助対象事業＞ 

（1）「計画」に基づいて実施する事業再建のための取組であること 

（2）商工会の支援を受けながら取り組む事業であること 

（3）次に当てはまる事業を行うものではないこと 

・同一内容の事業について、国が助成（国以外の機関が、国から受けた補助

金等により実施する場合を含む）する他の制度（補助金、委託費、公的医

療保険・介護保険からの診療報酬・介護報酬、固定価格買取制度等）と同

一または類似内容の事業 

・本事業の終了後、おおむね 1 年以内に売上げにつながることが見込まれな

い事業 

・事業内容が射幸心をそそるおそれがあること、または公の秩序もしくは善

良の風俗を害するおそれがあるもの、公的な支援を行うことが適当でない

と認められるもの 

 

＜補助対象経費＞ 

機械装置等費、広報費、ウェブサイト関連費、展示会等出展費（オンライ

ンによる展示会・商談会等を含む）、旅費、新商品開発費、資料購入費、

借料、設備処分費、委託・外注費、車両購入費 

※今回の公募の特例として、令和 6 年 1 月 1 日の能登半島地震により被災し

た日以降に補助事業を実施し、発生した経費をさかのぼって補助対象経費

として認められます。 

 

＜補助内容＞ 

・補助率：3分の 2 

※次のすべてに当てはまる事業者については、補助率が定額となります。 
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（1）過去数年以内に発生した災害で被害を受けた次のいずれかに当てはま

る事業者 

・事業用資産への被災が証明できる事業者 

・災害からの復旧・復興に向けて国等が実施した支援を活用した事業

者 

（2）過去数年以内に発生した災害以降、売上高が 20％以上減少している復

興途上にある事業者 

（3）交付申請時において、過去数年以内に発生した災害からの復旧または

復興に向けた事業活動に要した債務を抱えている事業者 

・上限額：【直接的な被害があった事業者】200万円 

【間接的な被害があった事業者】100万円 

 

■４．申請～受給までのステップとポイント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜申請にあたっての注意点＞ 

・商工会地区の管轄地域で事業を営んでいる方は「全国商工会連合会」へ、商

工会議所地区の管轄地域で事業を営んでいる方は「日本商工会議所」へ相

談・申請してください。 

・申請にあたり、災害支援枠は「支援機関確認書」が、それ以外の申請枠は

「事業支援計画書」が必要です。これらの書類は、商工会または商工会議所

STEP①  

申請する 

申請書類等を準備し、郵送または電子

申請システムで提出します。 

事業計画書等必要書類を提出します。 

STEP➁  

採択/交付 

審査で採択されたら交付申請を行い

ます。 

「補助金交付決定通知書」に記載さ

れた交付決定日から事業を開始で

きます。 

実施した事業の内容や経費について、 

正しく実施されたことが確認されると

補助金を受け取ることができます。 

STEP③  

事業の実施 

STEP④  
補助金の 
交付 

申請前に商工会または商工会議所から
「事業支援計画書」または「支援機関確認
書」の交付を受けます。 

ここがポイント！ 

交付申請書は申請の際に一緒に提出し
ておき、補助金事務局が保管します。採
択されると正式に受理されます。 

ここがポイント！ 

事業完了後、定められた期日までに証憑
を添付して実績報告をします。 

ここがポイント！ 

確定検査後、補助金の請求を行ってく
ださい。補助事業終了から１年後の状況
について、状況報告が必要です。 
 

ここがポイント！ 



「災害支援枠」が新設！小規模事業者持続化補助金のご紹介 

 ９ 

に作成・発行してもらうものです。「支援機関確認書」の発行には 1週間以上

かかります。「事業支援計画書」発行については、補助金申請締切日の約 1週

間前が期日となっています。 

・「災害支援枠」以外の申請枠は、原則、電子申請システムでの申請となりま

す。郵送で申請を行った場合、減点調整されますのでご注意ください。 

・「災害支援枠」の申請は郵送のみとなります。持参、宅配便、電子申請による

送付は受付不可です。 

 

■６．最後に 

小規模事業者持続化補助金は 2014年に始まった制度で、令和 5年度補正予算の

成立により 2024年も引き続き公募があります。申請スケジュールについては、小

規模事業者持続化補助金の公式ウェブサイトで確認してください。 

申請の際は、公募要領等に記載されている審査のポイント、加点項目を意識して

事業計画を立てるようにしましょう。 

 

＜参考＞ 

▼商工会地区 

・小規模事業者持続化補助金＜一般型＞ 

https://www.shokokai.or.jp/jizokuka_r1h/index.html 

・災害支援枠（令和 6年能登半島地震） 

https://www.shokokai.or.jp/jizokuka_r1h/noto/index.html 

▼商工会議所地区 

・小規模事業者持続化補助金＜一般型＞ 

https://s23.jizokukahojokin.info/ 

・災害支援枠（令和 6年能登半島地震） 

https://s23.jizokukahojokin.info/noto/index.php 

 

 

 
＜当レポートについて注意事項＞ 

※掲載内容は予告なく変更される場合があります。（掲載内容は 2024 年 2 月 19 日時点の

自治体 Web サイトを参考にしています） 

※掲載内容は各種条件によりご利用いただけない場合もあります。詳細は各対象自治体等

にお問合せください。 

※本レポート記載の情報の正確性について万全を期しておりますが、その内容について保

障するものではなく、ご利用者が当該情報を用いて行う一切の行為につき第一生命保険

又はアスコエパートナーズは何ら責任を負うものではありません。 

https://www.shokokai.or.jp/jizokuka_r1h/index.html
https://www.shokokai.or.jp/jizokuka_r1h/noto/index.html
https://s23.jizokukahojokin.info/
https://s23.jizokukahojokin.info/noto/index.php

